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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、医療に関わる関係者及び諸機関が良循環で機能し、全体最適な状態を作り出すことを目標とし、「変革を通じて医療・介護のあ
るべき姿を実現する」をミッションに掲げております。当該ミッションを達成命題として、「ヘルスケアの産業化」を実現することをビジョンとして企業
経営を推進しております。当ミッション実現のためには、自らが変革し続け、社会的な価値と意義をもつ企業であり続けることが大切です。また、環
境の変化に柔軟に対応できる組織体制を構築し、健全で透明性の高い経営を維持していくことが重要であると認識しております。

こうした観点から、当社グループは、コーポレート・ガバナンスの強化を経営上の重要課題の一つとして位置付け、ステークホルダーの皆さまと良
好な関係を維持し、持続的な企業価値向上に取り組んでまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードにおける基本原則を全て実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社エクソソーム 16,000,000 45.23

古川　淳 4,543,200 12.84

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3,148,800 8.90

株式会社クラリバ 1,546,600 4.37

住友生命保険相互会社 943,300 2.67

SBI Ventures Two株式会社 647,600 1.83

株式会社シグマクシス・インベストメント 619,200 1.75

三井住友信託銀行株式会社 495,200 1.40

ＴＣ Ｈｅａｌｔｈｃａｒｅ Ｆｕｎｄ投資事業組合 471,600 1.33

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 389,400 1.10

支配株主（親会社を除く）の有無 古川　淳

親会社の有無 なし

補足説明

・株式会社エクソソーム及び株式会社クラリバは当社取締役会長古川淳の資産管理を目的とする会社であります。

・上記のほか、自己株式が2,606,000株あります。

３．企業属性



上場取引所及び市場区分 東京 グロース

決算期 12 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社は、支配株主との取引は原則実施しない方針であります。やむを得ず支配株主との取引を行う必要がある場合には、当該取引条件を一般の
取引条件と同等の条件に照らし合わせて決定し、かつ、公正で適切な取引関係の維持に努めることにより、少数株主の利益を害することのないよ
うに対応いたします。関連当事者取引については、取引の際に取締役会の承認を必要といたします。このような運用を行うことで、関連当事者取
引を取締役会において適時把握し、少数株主の利益を損なう取引を排除する体制を構築しております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社の子会社である株式会社シンシア（以下、シンシア）は、東京証券取引所スタンダード市場に上場しており、高度管理医療機器であるコンタク
トレンズの製造・販売を行っています。

同社は、2016年12月に東京証券取引所マザーズ市場に上場いたしましたが、これは事業成長のために最終消費者への知名度や信用度の向上
及び変化する消費者ニーズへの対応が重要な課題と認識しており、その実現のためには、マーケティング分野や高度管理医療機器分野等に長
けた多様な優秀人材を確保する必要があると判断し、その最善の方法として上場を選択したことによります。コンタクトレンズ業界では、1日使い捨
てタイプへの需要の継続的なシフト、近視人口の急増・若年化、カラーコンタクトレンズ市場の拡大などが進んでおり、市場全体は緩やかに成長を
続けています。このような市場環境の中で、シンシアは流通コストの低減などに取り組み、比較的低価格で製品を提供することで安定した利益を
確保しており、当社グループの高度管理医療機器事業として事業基盤の一部を構成しております。

シンシアの上場は、広い事業領域にて事業展開するグループ全体に対してではなく、独自成長路線を選択したシンシアにフォーカスした投資を可
能とする点で、投資家への投資機会の多様性に寄与しており、従業員のモチベーション維持・向上の観点からも上場の維持は一定の合理性があ
ると考えております。また、シンシアが展開する事業は、当社グループにあっては他の子会社と異なり、主軸とするヘルスケア分野における事業と
は異なるノンコアビジネスとして位置付けております。このような位置づけのもと、上場子会社であるシンシアについては、意思決定の独立性を確
保する観点から、経営上の重要な事項に関する事前報告や事前承認の適用外とし、今後も独立性を尊重し、自律的な経営を行うことを支持してま
いります。

なお、当社は、グループ全体の持続的成長と長期的な価値創造を最優先課題とし、経営戦略を慎重かつ総合的に検討しております。シンシアを除
く子会社は、当社が主軸とする事業領域（ヘルスケア分野）において事業を展開しており、今後は、これらの各子会社が担う役割や独自の強みを
最大限に引き出すとともに、グループ全体としての一体的な運営体制を維持する方針でございます。これにより、シナジー効果の最大化を図り、経
営効率の向上を優先してまいりますので、現時点において他のグループ子会社における新規上場を行う予定はございません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 8 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名



社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

須藤　修司 公認会計士

杉山　文野 他の会社の出身者

池尻　志保 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

須藤　修司 ○ ○ －

監査法人における公認会計士として培った監
査に対する専門知識を有していることから、監
査等委員である社外取締役として、当社経営
意思決定の健全性・適正性の確保と透明性の
向上に資することを期待したためであります。

当社と同氏との間に記載すべき利害関係はな
く、独立性も確保されていることから、一般株主
と利益相反が生じるおそれのない独立役員とし
て指定しております。

杉山　文野 ○ ○ －

同氏が経営する企業や所属団体を通じ、DEIの
推進や持続可能な社会実現に向けた様々な知
見を有しています。人格、見識に優れ、高い倫
理観を有していることから、監査等委員である
社外取締役として、取締役会の多様性の観点
において異なる視点での具申提案を期待した
ためであります。当社と同氏との間に記載すべ
き利害関係はなく、独立性も確保されているこ
とから、一般株主と利益相反が生じるおそれの
ない独立役員として指定しております。

池尻　志保 ○ ○ －

長年にわたる弁護士としての職歴を通じて、豊
富な経験と高い見識・専門性を有しており、そ
の知識・経験等を当社の監査体制に生かして
いただきたいため、監査等委員である社外取
締役として、当社経営の監督機能に寄与いた
だけると判断しました。

当社と同氏との間に記載すべき利害関係はな
く、独立性も確保されていることから、一般株主
と利益相反が生じるおそれのない独立役員とし
て指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性



全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

監査等委員と内部監査室が内部監査の実施状況等について随時情報交換を行うことにより、監査等委員会の監査の充実を図ることが可能であ
るため、補助すべき使用人を設置していません。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会と会計監査人は、定期的に意見交換や情報交換を行うほか、会計監査人から監査計画に基づく結果を随時かつ適時に受理するな
ど、会計監査人と緊密に連携を保ちながら、広範に相互の意見交換を行っております。また、監査等委員会と内部監査室は、計画立案時より監査
方針にかかる意見交換を行い、相互に監査範囲、内容を認識した上で監査を実施しており、監査結果に関しても適宣報告を受けるなど、情報交
換、意見交換を行っております。上記の通り、監査等委員会と内部監査室及び会計監査人は定期的に又は必要に応じて意見・情報交換を行い、
監査機能の実効性を高めるとともに、相互の連携強化に努めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 5 3 2 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 5 3 2 3 0 0
社内取
締役

補足説明

取締役会の諮問機関として任意の指名委員会及び報酬委員会を設置しております。当該委員会は指名委員会規程及び報酬委員会規程に基づ
き、取締役の指名及び報酬等に係る取締役会の機能の独立性、客観性及び説明責任を強化することを目的として活動しており、取締役の指名及
び報酬等について審議し、その結果を取締役会に答申します。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

当社は、社外取締役の独立性に関する基準や方針についての特段の定めはありませんが、独立性に関しては、株式会社東京証券取引所が定め
る基準を参考にしております。

【インセンティブ関係】



取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

業績連動報酬は、取締役については前期の業績を基に連結の最終利益（前期の当期純利益）の最大５%以内とし、各取締役の貢献度に応じて個
別に決定することとしております。当該指標を選択した理由は、事業年度ごとの業績責任及び中長期的な企業価値向上に対する意識を高めるた
めです。

また当社取締役会は、取締役等の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が株価上昇によるメリットのみならず、株
価下落によるリスクまでも株主の皆さまと共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めるため、新株予約権
等、株式報酬制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員、その他

該当項目に関する補足説明

当社グループの企業価値を高めるために、業績向上に対する意欲や士気を一層高めることを目的とし、当社グループの役職員等に対してストック
オプションを付与しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、個別報酬の開示はしておりません。取締役の報酬は、区分ごとにそれぞれ総額で開示し
ております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社役員の報酬は基本報酬、業績連動報酬及び株式報酬により構成されており、その報酬等の額又はその算出方法の決定に関しては、株主総
会で承認された報酬限度額の範囲内において、報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的として設置した
任意の報酬委員会の諮問・答申を経て、同業他社の水準、職責の範囲、従業員の給与水準との比較等を総合的に勘案し、最終的には代表取締
役が取締役会に諮って決定します。。なお、直近の報酬委員会は、2025年２月に開催しており、あらかじめ決議する内容に関して独立社外取締役
を過半数とする報酬委員会（委員長は代表取締役社長）へ諮問し、答申を受けております。また、社外取締役の報酬については、その役割・職責
に鑑み、基本報酬（固定報酬）のみとしています。

業績連動報酬は、前期の業績を基に連結の最終利益（前期の当期純利益）の最大５%以内とし、各取締役の貢献度に応じて個別に決定することと
しております。株式報酬は、中長期的な企業価値向上に対する意識を高めることを目的とし、当該指標を選択しております。

なお、その報酬等の額又はその算出方法の決定に関しては、株主総会で承認された報酬限度額の範囲内で行われ、取締役会で決定しておりま
す。また、決定方針は、取締役会が決定しております。

また、当社の監査等委員の報酬は、基本固定報酬で構成されており、その支給の決定の方針及び個々の監査等委員の報酬額は、株主総会で承
認された報酬限度額の範囲内において、常勤・非常勤の別、職責の範囲を勘案し、監査等委員会にて決定しております。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に対しては、毎月開催する取締役会において、各取締役から、議案の説明のほか、重要事項の説明等を行うなどの情報伝達体制を
構築しております。また、社外取締役から問合せがあった場合には経営企画部にて迅速に対応する体制としております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(a)取締役会

当社の取締役会は、代表取締役社長 三沢英生が議長を務めており、取締役６名（うち３名は監査等委員である社外取締役）で構成されておりま

す。取締役会は、法令・定款に定められた事項のほか、取締役会規則及び職務権限規程に基づき、経営上の重要な意思決定を行うとともに、取
締役の業務執行状況を監督しております。なお、取締役会は、原則として月１回の定時取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催してお
ります。取締役会は法令・定款に定められた事項のほか、取締役会規則、職務権限規程に基づき重要な業務執行に係る意思決定を行うとともに、
取締役の業務執行状況を監督しております。

(b)監査等委員会

当社の監査等委員会は、監査等委員である社外取締役 須藤修司が議長を務めており、監査等委員である社外取締役３名で構成されておりま

す。監査等委員会は、内部監査室及び会計監査人と随時情報交換や意見交換を行うほか、三者による定期的なミーティングを行う等、連携を密
にすることで、経営の健全性確保や法令遵守等について監査機能の向上を図っております。なお、監査等委員会は、原則として月１回の定時監査
等委員会のほか、必要に応じて臨時監査等委員会を開催することとしております。

(c)経営会議

当社の経営会議は、代表取締役社長 三沢英生が議長を務めており、代表取締役社長を含む取締役５名（うち２名は監査等委員である社外取締

役）と本部長３名、副本部長３名で構成されております。また、必要に応じて各部門長・室長等もオブザーバーとして出席いたします。なお、経営会
議は、原則として毎週開催し、職務権限規程に基づき、業務執行に係る決裁や意思決定を行うとともに、業務執行状況の確認等を行っておりま
す。

(d)内部監査室

当社の内部監査室は、代表取締役社長の直轄組織とし、内部監査室長１名、担当者１名の計２名で構成されております。内部監査室は、代表取
締役社長とのリスク認識の擦り合わせにより重要な監査対象項目を設定し、期初に策定する内部監査計画に基づき、内部監査を実施し、これら
の監査結果を代表取締役社長に報告することとしております。また、監査等委員とも内部監査結果を共有することにより連携を図り、企業経営の
効率性及び透明性の維持に努めております。さらに、内部統制システムを円滑に推進するため、会計監査人と連携を図りながら内部統制システ
ムの更なる整備・向上に取り組んでおります。

(e)コンプライアンス・リスク管理委員会

当社のコンプライアンス・リスク管理委員会は、代表取締役社長 三沢英生を議長とし、取締役５名（うち２名は監査等委員である社外取締役）と本

部長３名、副本部長３名及び内部監査室長で構成されております。当委員会では、コンプライアンス・リスク管理規程に基づき、リスクの適切な把
握と管理及び法令遵守等に関する重要事項の報告・協議・意思決定を行っております。なお、当委員会は、原則として四半期に１度開催し、その
他必要と認めた場合には臨時で開催することとしております。

(f)指名委員会

当社の指名委員会は、代表取締役社長 三沢英生が議長を務めており、取締役５名（うち1名は代表取締役社長、1名は取締役会長、３名は監査

等委員である社外取締役）で構成されております。当委員会は指名委員会規程に基づき、取締役の選任・解任に関する取締役会の機能の独立
性・客観性と説明責任を強化することを目的として開催しております。なお、当委員会は、原則として年に１回開催し、その他必要と認めた場合にも
開催することとしております。

(g)報酬委員会

当社の報酬委員会は、代表取締役社長 三沢英生が議長を務めており、取締役５名（うち1名は代表取締役社長、1名は取締役会長、３名は監査

等委員である社外取締役）で構成されております。当委員会は報酬委員会規程に基づき、取締役の報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観
性と説明責任を強化することを目的として開催しております。なお、当委員会は、原則として年に１回開催し、その他必要と認めた場合にも開催す
ることとしております。

(h)責任限定契約

当社は、取締役が本来なすべき職務の執行をより円滑に行うことができるよう、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって、
取締役（取締役であった者を含む。）の同法第423条第１項の賠償責任を法令の限度において免除できる旨を定款で定めております。また、当社と
取締役（業務執行取締役等である者を除く。）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を
締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に規定する金額であります。当該責任限定が認められるの
は、当該取締役が責任の原因となった職務を行うにつき、善意でかつ重大な過失がない場合において、責任の原因となった事実の内容、当該取
締役の職務の執行の状況その他の事情を勘案して特に必要と認められる場合に限られます。

(i)会計監査人

当社は、会計監査業務を執行する会計監査人として、Mooreみらい監査法人と会社法監査及び金融商品取引法監査につき監査契約を締結して
おります。なお、当社と有限責任Mooreみらい監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はあり
ません。当社は会計監査人と責任限定契約を締結しております。当該責任限定が認められるのは、会計監査人の会社法第423条第１項の責任に
ついて、会計監査人が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときに限られ、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、
損害賠償責任の限度としております。。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査等委員会設置会社制度の採用により、取締役の職務執行の監査・監督を担う監査等委員が取締役会における議決権を持つことに
より、取締役会の監督機能を強化することでコーポレート・ガバナンスの一層の充実を図ることを目的としております。また、重要な業務執行の決
定を取締役に委任することが可能となるため、迅速かつ機動的な経営が可能となります。なお、意思決定における牽制と監視が実質的に機能す
るよう、会議体における決裁を重視した体制を採用しております。

当社は、社外取締役を３名選任しております。公認会計士、弁護士という経験や専門的な知見に基づき、社外及び多様性の視点から監督又は監
査を行うことにより、経営監視機能の客観性及び中立性を確保しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主の皆様が議決権行使に必要な議案の検討時間を十分に確保できるよう、株主総会
招集通知の早期発送に努めてまいります。

集中日を回避した株主総会の設定
より多くの株主の皆様にご出席いただけるよう、他社の集中日を回避するよう

留意いたします。

電磁的方法による議決権の行使 電磁的方法による議決権行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

今後の検討課題としてまいります。

招集通知（要約）の英文での提供
2025年３月株主総会より参考書類を含む招集通知全文の英訳版を作成し、当社ウェブサ
イトへ掲載しております。

その他
株主の利便性の向上、議案検討期間の確保のため、株主への発送に先立ち招集通知を
当社ウェブサイト及び（株）東京証券取引所のTDnetに掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
IR基本方針を定めて、当社ウェブサイトに開示しております。以下のURLをご参
照下さい。

https://eucalia.jp/policy/disclosure/

個人投資家向けに定期的説明会を開催
年1回以上の開催を予定しております。

直近では、2025年３月に個人投資家向けオンライン説明会を実施しておりま
す。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

半期決算及び通期決算終了後の決算説明会の実施を予定しております。直近
では、2025年２月に通期決算説明会を対面及びオンラインのハイブリッド形式
で実施しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
現時点では未定ですが、株主構成等を勘案して実施の要否を検討してまいり
ます。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算情報、決算説明会資料、適時開示資料、有価証券報告書、株主総会の招
集通知等（和文・英文）を当社ウェブサイトに掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部にIR担当を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

法令遵守とともに諸規程を適正に管理し、ステークホルダー（利害関係人） の立場を尊重

し、顧客・取引先・社員・株主等を含む幅広い社会との健全で良好な関係を維持することに
努めてまいります。また、適時開示規程、フェア・ディスクロージャー・ルール対応マニュア
ルに適時適切かつ公平な情報提供を行うことと定めております。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループは、医療行為における評価基準を、従来のように安全性・コスト・効果といっ
た医療従事者目線での評価だけではなく、患者にとっての価値基準を重視するというValue

Based Healthcare（VBHC）の考え方に基づき、「患者価値を最大化」する観点から、医療に

関わる全ての関係者（ステークホルダー）の利害衝突を解消し、連携を促進することで、全
体最適による効率化を実現することを目指しています。

この想いを「変革を通じて医療・介護のあるべき姿を実現する」という言葉で表現し、当社グ
ループのミッションに掲げております。このミッションに基づき、医療に関わる関係者及び諸
機関が良循環で機能し、全体最適な状態を作り出すべく、医療費・社会保障費の適正配分
の実現に向け、「ヘルスケアの産業化」というビジョンを念頭に企業経営を推進しておりま
す。

当社グループがミッションとして実現しようとしている「医療・介護のあるべき姿」とは、①医
療機関や介護施設の経営安定化、②医療・介護の現場従事者の生産性を向上・最適化、
③実際にサービスを受ける患者や要介護者及びそのご家族のQOLを向上することの３点
を「よし」とする「三方よし」の状態を指します。未病・予防～医療～介護・終末期にわたるラ
イフステージを幅広くカバーした「三方よし」を実現し、正の循環サイクルを生み出していくこ
とが、医療機関や介護施設が地域社会のプラットフォームとして永続的な価値を持つこと
へと繋がってまいります。当社グループは、こうした地域社会への貢献・ヘルスケアベネ
フィットの向上に寄与することで、地域社会のエコシステムとしてサスティナブルに機能する
仕組みづくりに取り組んでまいります。

また、各事業活動によりもたらされるアウトカムやロジックツリーはインパクト投資の評価手
法を用いたIMM（Impact Measurement and Management）と呼ばれるインパクト測定・マネジ

メントを用い、社会的インパクトを客観的かつ定量的に可視化させ、インパクトレポートとし
て作成・公開していくことで、当社の取り組み定性・定量の両側面から社会に対して発信し
てまいります。

当社グループは、インパクトレポートを作成しており、詳細は当社ウェブサイト（https://euc
alia.jp/simpact/）をご確認ください。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、会社法、金融商品取引法等の関連法令及び株式会社東京証券取引所の定める
規則の遵守、社内体制及びIR活動の充実などを図ることにより、ステークホルダーの視点
に立った迅速、正確かつ公平な会社情報の開示に努めてまいります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社では、会社法及び会社法施行規則は、会社法第399条の13第１項１号ハ及び会社法施行規則第110条の４第２項）に基づき、業務の適正性を
確保するための体制整備と管理体制の整備につき、取締役会にて「内部統制システムに関する基本方針」を定めております。その概要は以下の
とおりです。

１．当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a. 取締役は、会社経営に関する重要事項及び業務執行状況を取締役会に報告して情報の共有化を図り、それに関する意見を交換することによ

り、取締役会による取締役の業務執行の監督を充実させる。

b. 取締役会は、取締役会規則に従い取締役会に付議された議案が十分審議される体制をとり、会社の業務執行に関する意思決定が法令及び定

款に適合することを確保する。

c. 代表取締役は、法令若しくは取締役会から委任された会社の業務執行を行うとともに、取締役会の決定、決議及び社内規程に従い業務を執行

する。

d. 代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、コンプライアンスに関する啓発活動及びコンプライアンス体制の

整備及び維持並びに向上に努める。

e. 役職員に対して定期的にコンプライアンス研修を実施し、法令及び定款の遵守並びに浸透を図る。

f. 役職員に対して、他社で発生した重大な不祥事・事故についても、速やかに周知するほか、必要な教育を実施する。

g. 法令及び定款、社会規範・企業倫理に反する行為等を早期に発見し是正するため、当社の取締役及び使用人を対象に、通報者の保護を徹底

した通報窓口を設置し、この充実を図る。

h. 反社会的な勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断する。また、不当要求等への対応を所管する部署は、警察等の外部専門

機関と連携し、適切に対応する。

２．当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

a. 取締役会及び経営会議の意思決定に係る情報、担当役員決裁その他「職務権限規程」及び「稟議規程」に基づき決裁された重要な文書につい

ては、法令若しくは「文書管理規程」に則り適切かつ検索性の高い状態で保存・管理することとし、閲覧権限者が必要な期間閲覧可能な状態を維
持する体制を整備する。その他の重要文書についても、同規程に則り、各主管部門が管理・保管する。

b. 「情報セキュリティ基本方針」「個人情報保護規程」「特定個人情報取扱規程」等を整備し、重要情報の取扱いの安全性を確保する。

３．当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

a. 損失の危険の管理が経営の重要課題であることを認識し、「コンプライアンス・リスク管理規程」を整備し、個々のリスクについての管理責任者を

定め同規程に従ったリスク管理体制を構築、運用する。

b. リスク管理最高責任者及びリスク管理担当者は、リスクの予防に努めるほか、コンプライアンス・リスク管理規程に基づき想定されるリスクに応

じた有事の際の迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備する。

c. 当社は、「コンプライアンス・リスク管理委員会」において、各種リスク管理の方針に関する審議等を行い、重要な事項がある場合は、取締役会

において報告を行う。

４．当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a. 取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規程、職務権限規程において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務権



限と担当業務を明確にし、機関相互の適切な役割分担と連携を図ることによって職務の執行が効率的に行われることを確保する。

b. 取締役会は、中期経営計画及び業績目標を設定し、代表取締役及び取締役がその達成に向けて職務を遂行した成果である実績を管理する。

c. 取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務の執行状況について報告を行い、取締役の職務の執行について監視・

監督を行う。また、職務の執行が効率的に行われていることを補完するため、業務執行に関する決裁・協議を行う経営会議を原則週１回開催す
る。

d. 執行役員制度を採用し、取締役は経営の迅速化、取締役会の監督機能の強化等、経営機能の発揮に努め、執行役員は取締役会から権限委

譲を受け、業務を遂行する。

e. 取締役会の諮問機関として報酬委員会を設置し、同委員会は、取締役の報酬等について審議し、その結果を取締役会に答申する。

５．当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制並びに子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の
当社への報告に関する体制

a. 「関係会社管理規程」等に基づき、子会社の職務執行状況を管理するとともに、業務運営の適正を確保することに努める。

b. 子会社の重要な意思決定事項については、当社経営会議及び取締役会に報告し、承認を得て行う。

c. 子会社の取締役は、定期的に子会社の業務運営状況について報告するとともに、情報共有・意思疎通を図り親子会社間での適正な取引に努

める。

d. 当社の内部監査室は、子会社の内部監査を定期的に行う。

e. 上場子会社については、上場企業としての立場を尊重し、企業グループにおいて独立した立場で業務を適切に行い、必要に応じて、当社に対し

経営情報を提供・説明することとしている。

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項並びにその取締役及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）からの独立性並びに取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

a. 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人（以下、「監査補助者」という。）を置くことを求めた場合には、当社の使用人の中から監査補助者

を任命する。

b. 監査等委員会より任命された当該使用人は、職務執行にあたっては取締役から独立した立場とし、監査補助者の監査等委員会の職務に係る

業務遂行に関しては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人から指揮命令を受けないものとする。また、監査補助者としての任
命・異動・評価等、その人事に関する事項の決定には、監査等委員会の同意を必要とする。

c. 監査補助者が、監査等委員会の職務に関して監査等委員会より受けた指揮命令が、取締役（監査等委員である取締役を除く。）又は使用人か

らの指揮命令と競合する場合には、監査等委員会の指揮命令を優先する。

７．当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者
が監査等委員会への報告をするための体制

a. 当社の子会社経営管理については、関係会社管理規程等に基づく報告のもと、その業務遂行状況を把握し、管理を行うものとする。

b. 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人は、監査等委員会の求めに応じて当

社又は子会社の業務執行状況について報告する。

c. 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社又は子会社に著しい損害を

及ぼすおそれのある事実を発見した場合は直ちに監査等委員会に報告する。

８．当社の監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　当社の監査等委員会に報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止する。

９．当社の監査等委員の職務の執行に生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係
る方針に関する事項

　監査等委員会の職務執行（監査等委員会の職務の遂行に関するものに限る。）によって生じた費用又は債務につき、当該職務執行に必要でな
いことが証明された場合を除き、監査等委員の請求等に従い円滑に処理する。

10．その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a. 監査等委員は、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、信頼関係の構築と相互の意思疎通を図るため、監査上の重要課題について意見交換

を行う。

b. 監査等委員は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見及び情報の交換を行うとともに、必要に応じて会計監査人に報告を求める。

c. 当社及び子会社は、監査等委員が経営に関する重要な会議に出席し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）等から職務の執行状況の報

告を受けること、及び重要な書類を閲覧し、経営情報をはじめとする各種の情報を取得することができる体制を整備する。

d. 内部監査担当部署は、内部監査規程に則り監査が実施できる体制を整備し、監査等委員との相互連携を図る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、法令等を遵守し、反社会的勢力に対してはあらゆる関係を排除する経営を行うことを基本方針としております。

反社会的勢力との関係排除に向けた社内体制の整備状況は以下の通りです。

a. 反社会的勢力による不当要求が発生した場合の対応その他反社会的勢力への対応を総括する部門を経営企画部と定め、経営企画部長をこ

れらの対応を統括する責任者と定めております。

b.反社会的勢力の排除に向けて、警察等関係機関とも連携してこれに対応するため、財団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会及び公益財
団法人暴力団追放運動推進都民センターに加入し、定期的な研修会への参加や問合せ等を通じて、反社会的勢力に関する情報の収集を行って
おります。

c.日経リスクコンプライアンス等のデータベースを利用し、取引先について反社会的勢力との関係について事前に確認を行うとともに、社員につい
ては入社時の面接、役員についてはその二親等までの血族の情報について、毎年定期的に反社会的勢力との関係の有無の調査を実施しており
ます。

d.取引先との間で締結する契約書では、取引先が反社会的勢力であることが判明した場合に、契約を解除できる旨の暴力団排除条項を設けてお
ります。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

－

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び適時開示手続きに関するフローの模式図を参考資料として添付しております。

【模式図（参考資料）】



 

【適時開示体制の概要（模式図）】 

 

以上 

 

 

（報 告） （報 告） 

（報 告） （報 告） 

（報 告） 

（付 議） （報 告） 

（開示後、当社ホームページの IRのサイトにも速やかに公開） 

（注）緊急を要する発生事実に関する情報は、開示後に改めて、取締役会に報告されます。 

（報 告） 

（注） 

東京証券取引所（         ） 

情報取扱責任者（執行役員資金管理本部長） 

取締役会   決定・承認   代表取締役社長 

（開示の指示） （開示の指示） 

情報取扱責任者（執行役員資金管理本部長） 

各部門長・グループ会社社長 

当社各部門・グループ会社 

決 定 事 実 決 算 情 報 発 生 事 実 

決定事実・決算情報・発生事実の適時開示 

（報 告） 


